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Ⅰ は じ め に

子どもの教育成果は何により規定されているの

だろうか｡ 子どもの教育成果を高めるためにはど

のような政策がとられるべきだろうか｡ 教育学,

心理学, 社会学, 医学だけでなく経済学の分野で

もこの点について多くの議論がなされてきた｡ 子

どもの教育成果とは単に学齢期のテストの点数や,

学歴, 教育年数だけを指さない｡ 非認知能力や体

力, より長期的には生産性, すなわち賃金も含ま

れる｡ Leibowitz (1974) や Haveman and Wolfe

(1995) は, 親の行動や家庭環境が子どもの教育

成果に与える影響を図解している｡ 図 1 は, そこ

で描かれた図をもとに, 新たな視点を加えてまと

め直したものである｡

子どもの教育成果に影響する親の行動として,

第一に考えられるのは家庭内での教育投資である

(図 1 の経路 A)｡ 親は子どものために市場での財

やサービスを購入したり, 自らの時間を費やすこ

とで子どもの教育成果にかかわる｡ 最終学歴など
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本論文では, 子どもの教育成果の決定要因について, 最近の経済学的研究を展望する｡ 子

どもに対する直接的・間接的な教育投資が子どもの教育成果に与える影響については, 多

くの研究が行われてきた｡ 本論文では, 親の所得や家庭環境が教育成果に与えるルートを

(1)子どもの出生後の財と時間の両面による教育投資を通じた影響, (2)子どもの出生時に

おける状況が与える影響, (3)子どもの出生前 (胎児期) および出生時, 出生後に関する

健康投資を通じた影響に分けて整理する｡ 経済学的な実証分析により, 純粋な家庭環境の

変化が教育成果に与える効果 (因果関係) を計測すると, 親の所得や母子 (父子) 家庭な

どの家族構成と子どもの教育成果との間の関係について確定的な結果は得られない｡ 母親

の労働と子どもの教育成果の関係についても確定的な研究成果はない｡ 子どもの健康状態,

とくに出生時の体重が重いほどその後の教育成果に正の影響を与えるという研究について

は, その影響の大きさについてばらつきはあるものの, 方向性についてはかなり一致が見

られている｡ 本研究の後半では, 都道府県別のデータを用い, 労働市場の状況, 子どもの

教育成果と出生時の体重との関係を調べる｡ 限られたデータではあるが, 失業率が高い時

期に生まれた子どもの出生時体重が軽いこと, 出生時体重とその後の学力の間に正の相関

があることが示される｡ 地域別の学力が注目されることが多いが, 出生前の親の家庭環境

や幼児期の家庭環境の影響を分析することが必要かもしれない｡ 教育格差を縮小させるた

めの政策的対応を考える上でも, 日本の実証研究の蓄積が急務である｡



で測られる教育成果は賃金所得を高めると考えら

れるので, 親の教育投資は間接的に子どもの賃金

所得を高める可能性がある｡

子どもに対する教育投資には, 親の所得や労働

状況, 家族構成といった家庭環境の差が影響する

だろう (図 1 の経路 B)｡ 所得の高さは家計の教育

支出額に影響を与え, 親の労働時間は子どもと過

ごす時間に影響を与える｡ 家族構成は消費支出や

時間配分を変え得る｡ 一方で, 家庭環境は子ども

の教育成果には影響を与えなくても賃金所得に影

響する可能性がある｡ 所得が高い家計の子どもは,

同じ教育水準同士で比較しても所得が高いことが

しばしば指摘されている (格差の連鎖)｡

家庭環境は, 子どもの出生時の健康状態にも影

響し得る (図 1 の経路 C1)｡ 家庭環境によって出

生前すなわち胎児期に親が子どものために行う行

動が変わる可能性があるからだ｡ 親の所得が低い

と消費が減り母親の栄養摂取も低下するかもしれ

ない｡ 親の労働状況が悪化すれば親自身の健康が

害されるかもしれない｡ 家族構成や家計状況が不

安定になれば, 喫煙や飲酒といった胎児の成長を

阻害する行動を取りやすくなる可能性もある｡

出生時の健康状態は, その後の健康状態を通じ

るなどして子どもの教育成果に影響し得る (図 1

の経路 C2)｡ 健康状態の良いことが直接教育成果

に影響するかもしれないし, 健康状態の良いこと

で, 親の教育投資が変わるかもしれない｡

本論文の第一の目的は, 家庭環境が教育成果に

与える影響について既存研究を展望することであ

る｡ 家庭環境には, 家族構成や親の所得状況, 親

の就労状況, 経済的・社会的な地位, 居住地域,

親の教育投資行動など様々なものが含まれる｡ 生

まれながらにして獲得していた能力や, 親の能力,

遺伝なども関係するだろう｡ 家庭環境が子どもの

教育成果に与える影響についてはこれまでに多く

の分析がなされてきた｡ 本論文では, このうち,

経済学的にも政策的にも重要とされる親の所得が

教育成果に与える影響や, 近年注目されている出

生時の健康状態が教育成果に与える影響を中心に

紹介する｡ 先行研究をまとめることで, 必要とさ

れている分析テーマについて示したい｡

本論文の第二の目的は, 出生時の健康状態が教

育成果に与える影響について, 日本での可能性を

考察することである｡ この影響を検証するために

は, 出生時の健康状態や学齢期以降の教育成果に

関するデータが必要である｡ しかしながら, その

ようなマイクロデータを入手することは難しい｡

本論文では, 県別のデータを用いて出生時の健康

と教育成果の関係, および出生時の健康と親の労

働状況の関係について考察する｡ これにより, 今

後日本において厳密な検証が行われるべき課題を

提示したい｡

先行研究や日本の県別データの考察から, 出生

時の健康状態が長期的に教育成果を高める可能性

が指摘される｡ また, 出生時の親の所得や雇用状

況が, 可能性としては出生時の健康状態を高める
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図１　親の行動と子どもの教育成果 



ことで, 教育成果に効果を与え得ることが指摘さ

れる｡ 日本については, 今後, 適切なマイクロデー

タを用いて厳密な分析が行われるべきだろう｡

論文の構成は以下のとおりである｡ つづくⅡは,

家庭環境が子どもの教育成果に与える影響に関す

る先行研究をまとめる｡ Ⅱ1 は経済学的な研究の

論点を整理し, Ⅱ2 は親の所得が子どもの教育成

果に与える影響についてまとめる｡ Ⅱ3 は出生時

を含め幼少期の健康状態が教育成果に与える影響

について先行研究をサーベイする｡ Ⅲの前半は日

本の県別データを用いて, 出生時の体重とその世

代の子どもが学齢期になった時のテストスコアの

関係を示す｡ Ⅲの後半は, 出生時の体重とその当

時の親世代の労働状況や所得との関係を示す｡ 論

文全体のまとめをⅣで行う｡

Ⅱ 家庭環境が子どもの教育成果に与え
る影響

1 経済学的な分析の論点

教育学, 社会学, 心理学などさまざまな研究分

野で, 家庭環境が子どもの教育成果に与える影響

について分析されてきた｡ なかでも家族構成への

関心は高く, たとえば母子家庭や父子家庭で育っ

たことが子どもの教育成果に与える影響について

は数多くの分析結果が報告されている｡ ところが,

家族構成が教育成果に与える純粋の効果を測定す

ることが簡単ではない｡ なぜなら, 母子/父子家

庭という家族構成が生じたのは, 子どもに対する

教育方針のような他の家庭環境と同様に親がとっ

た行動の結果の可能性もあるからだ｡ 仮に, 子ど

もの教育環境を理由に離婚しないという親が多け

れば, 離婚と子どもの教育への考え方には, 負の

相関が出てくる｡ つまり, 何らかの要因が片親家

庭になる確率を高めるのと同時に教育成果を低下

させているならば, 母子/父子家庭であることが

教育成果を低下させているのではなく, 家族構成

に反映される別の要素が教育成果を押し下げてい

るに過ぎない｡

経済学的な研究の貢献の一つは, 家庭環境が経

済活動 とくに賃金や生産性, それを生み出す

能力や教育成果に与える影響を因果関係として分

析することにあるだろう｡ 経済学の理論モデルは

与えられた状況のもとで人々がどのような行動を

とりどのような結果がうまれるか (何が所与で何

が内生変数か) を明らかにし, 計量経済学の手法

は単なる相関関係ではなく因果関係を抽出するこ

とを目的としている｡ したがって, 経済学的な実

証分析では, 遺伝的な要素や考え方など家族固有

の要素が家庭環境を作り出している可能性 (内生

変数であることがもたらすバイアス) を取り除きな

がら, 家庭環境が子どもの教育成果に与える影響

を検証することが重要となる｡

内生性の問題を考慮する代表的な手法の一つは

操作変数法により推定することである｡ しかしな

がら, 操作変数法により家庭環境が子どもの教育

成果に与える影響を検証することは難しい｡ 操作

変数法では, 家庭環境に影響せず子どもの教育成

果に影響する外生的な情報 (操作変数) を見つけ

る必要があるが, そのような情報を見つけること

は多くの場合, 非常に難しいからである1)｡

操作変数法に頼らずに, 内生変数バイアス (誤

差項と説明変数の相関によって発生するバイアス)

を解決する方法として, この分野でしばしば用い

られるのは, 双子やきょうだいの間の差を分析す

る研究である｡ 出生後の家庭環境ではなく遺伝の

ような家族 (もしくは母親) 固有の要素だけが教

育成果を説明しているならば, 双子やきょうだい

において教育成果は同じ可能性が高い｡ 逆に言え

ば, 双子やきょうだいの教育成果の差は, 家族や

母親固有の要因を取り除いた環境の影響を表して

いると見なすことができる｡ 双子やきょうだいの

教育成果の差を分析すれば, 出生後に作り出され

た後天的な要素が教育成果に与える影響を, 出生

時に与えられた先天的な要素による影響と識別し

て分析することができる｡

しかしながら, 双子やきょうだいの調査を用い

て, 家族構成が教育に与える影響を分析した研究

結果は一致していない｡ 家族構成の教育成果への

負の影響が観察されなくなるという結果 (Bjo�rk-

lund, Ginther and Sundstro�m 2007, Ermish and

Francesconi 2001, Francesconi, Jenkins and Siedler

2009, Hauser and Sewell 1986 など) と, 家族や
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母親固有の要因を取り除いても家族構成の教育成

果への負の影響が観察されるとする結果 (Even-

house and Reilly 2004 など) が混在しているので

ある2)3)｡

家庭環境を変化させる外生的な出来事が起こっ

た時に教育成果がどう変わるかを捉える方法もあ

る｡ 外生的な変化に注目することで, 家庭環境を

そもそも作り出している各家族固有の要素を取り

除いた影響を分析することができる｡ たとえば親

の死去や離婚法の変更により家族構成が変更した

ことを捉えると, 家族構成が子どもの教育成果に

与える影響は非常に小さいようである (Corak

2001, Lang and Zagorsky 2001)｡

2 親の所得が教育成果に与える影響

家庭環境のなかで家族構成と並んで注目される

のが親の所得や豊かさが教育成果に与える影響で

ある｡ 親の豊かさが子どもの教育成果に影響する

ことは, 格差の連鎖の議論にもつながる政策的に

重要な分析テーマである｡ 同時に, 真の因果関係

を導くことが困難な分析テーマでもある｡ 家計が

豊かであることを他の家庭環境と識別することは

難しい｡

家族の固定効果を取り除いて父親の所得と子ど

もの所得 (教育の成果の一つ) の関係を分析した

Solon (1992) は, アメリカの Panel Survey of

Income Dynamics (PSID) を用いて 1950 年代に

生まれた男児とその父親の所得に正の相関がある

ことを報告している｡ これとは反対に, Zimmer-

man (1992) は, アメリカの National Longitudi-

nal Survey において 1965 年から 81 年の間に調

査された親子ペアについて分析し, 父親の所得は

息子の所得に連鎖しないことを示している｡ Ku

and Plotnick (2003) は, アメリカの PSID によ

り 1967 年から 78 年にかけて生まれた子どもがい

る家計のきょうだいサンプルを用いて, 所得補助

を受けている世帯ほど教育成果が低いという関係

は, 家族固有の影響を取り除けば見られなくなる

ことを示している｡ Blau (1999) はアメリカのパ

ネルデータを利用して, 母親だけでなく個人固有

の要因なども取り除いた分析を行い, 所得が子ど

もの教育成果を高める影響は極めて小さいとして

いる｡

Blau (1999) は, 所得の直接的な影響を否定す

る一方で, 所得が高い家計は教育成果にとって価

値の高い教育支出や時間配分を行う可能性がある

ために所得と子どもの教育の間に強い相関がみら

れるとしている｡ 初期の研究として Leibowitz

(1974) も, 親の所得が高いこと自体は子どもの

能力も学歴も高めないが, 家計内での教育時間,

とくに親と質の高い時間を過ごすことは子どもの

能力を高めることを指摘している｡ 図 1 の経路 A

で示したとおり, 所得の高いことが直接教育成果

につながらなくとも, 経路 B を変えることで間

接的に教育成果に差をもたらす可能性がある｡

Guryan, Hurst and Kearney (2008) は, 所得

の高い親ほど子どもと過ごす時間が長いという事

実と, それが先進国の多くの国で共通の現象であ

ることを示している4) ｡ また, Kimmel and

Connelly (2007) は, 母親の賃金の上昇が子ども

と過ごす時間を上昇させることを示している｡

Hallberg and Klevmarken (2003) は, 同時決定

モデルの分析により母親が市場労働時間を増やし

ても子どもと過ごす時間は減少させないことを示

している｡ これらの事実は, 伝統的な経済学の予

測とは逆である｡ 所得の高さは多くの場合労働賃

金の高さを表す｡ 賃金の高い親は市場労働を増加

させて, 機会費用の高い市場労働以外の時間を減

少させる｡ 子どもと過ごす時間が余暇と同じ性質

ならば, 子どもと過ごす時間は減少するはずであ

る｡ また, 子どもと過ごす時間が余暇ではなく子

どもの教育成果という家計生産物を作り出すため

の要素投入である (家計生産物から効用を得るとす

るモデル) と考えるならば, 機会費用の高い親の

時間を投入するよりも市場の教育サービスを購入

するので, 子どもと過ごす時間はやはり短くなる

はずである｡ Guryan らが指摘するように, 親が

子どもと過ごす時間は, 余暇とも家計生産とも異

なる行動として説明されなければならない｡

母親の労働時間が子どもの教育成果に与える直

接的な影響を検証する研究も存在する｡ Ruhm

(2004) のサーベイによれば, 母親の労働時間が

子どもの教育成果に与える負の影響については既

存研究の見解は一致していない｡ 負の影響は存在
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しないとする研究から, 1 歳までや 3 歳までなど

子どもの年齢に応じて影響が異なるとする研究,

長時間労働は子どもの能力を低下させるが短時間

労働は正の影響をもたらす可能性があるとする研

究, 子どもが小さい頃の能力には負の影響を与え

るが, 成長後にはその影響は見られなくなるとす

る研究, 男児と女児で受ける影響が異なるとする

研究などさまざまである｡ Ruhm (2004) は, 3

歳になるまでの母親の長時間労働は 6 歳時点の算

数や読解力を下げるとしている｡ Tanaka (2008)

は, 日本のデータを用いて, 母親のパートタイム

労働が子どもの教育水準を低下させることや, フ

ルタイム労働が男児の教育水準を低下させること

を示している｡

近年注目されている研究に, 就学前の教育がそ

の 後 の 教 育 成 果 に 与 え る 影 響 に つ い て の

Heckman の一連の研究がある5)｡ 彼は, ペリー

就学前計画という就学前の恵まれない子どもたち

に教育支援を行った実験的政策の効果を明らかに

している｡ 3 歳から 4 歳のアフリカ系アメリカ人

の恵まれない子どもたちに対し行った午前中の学

校での教育と午後から先生の家庭訪問を含む 2 年

間の介入実験の結果はつぎのようなものだった｡

同じような境遇にあった子どもたち同士を 40 歳

になった時点で比較すると, 介入実験を受けた子

どもたちは, 高校卒業の比率, 所得, 持ち家率が

高く, 婚外子をもつ比率, 生活保護受給率, 逮捕

されるものの比率が低かった｡ これは, 介入を受

けたグループの子どもたちが高い学習意欲をもっ

たことが原因だという｡ ペリー計画の投資収益率

は, 15％から 17％という非常に高いものになる｡

生後 4 カ月からの介入を行った別の介入実験では,

子どもたちの IQ も高まったとされている｡

学校教育の段階で恵まれない子どもたちへの援

助をしたところで, 就学以前の段階での家庭環境

が悪いとあまり効果がないことも明らかにされて

いる｡ アメリカの研究によれば, 親の所得階級に

よる子どもの数学の学力差は, 6 歳時点において

既に存在し, その学力格差はその後も拡大を続け

る｡ ただ, 就学以前の段階できちんと教育を受け

ていた場合には, 学校教育における援助は大きな

効果があるという｡ つまり, 家庭環境に恵まれな

かった子どもたちに, 学校教育以降でのみ援助し

ても効果がなく, 就学前の段階での援助と組み合

わせることが重要だという｡

3 幼少期の健康状態が教育成果に与える影響

近年, 幼少期の健康状態が子どもの教育成果に

与える影響に注目が集まっている｡ ここでも真の

因果関係を探るために, 双子やきょうだい調査を

用いた分析や, 社会実験による分析により家族固

有の要因を排除することが必要になる｡

健康について分析する場合, 家族要因のコント

ロールに加えて, 健康状態を正しく捉えることが

重要である｡ アンケート調査などでよく使われる

主観的な健康度 (大変良い, 良い, 普通, 悪い, 大

変悪い) は客観的な健康状態とは異なる可能性が

高い｡ 幼少期にさかのぼって健康状態を尋ねた回

顧調査では測定誤差がさらに大きくなる6)｡ 近年

では, 出生記録など業務データを利用した分析結

果も示されている｡

以下では, 既存の分析結果のうち, 出生時や胎

児期を含めた幼少期の健康状態が教育成果に与え

る影響 (図 1 の C2) や, 幼少期の健康状態を規定

する要因 (図 1 の C1), とくに所得や豊かさと幼

少期の健康状態の関係を整理する｡ この分野の展

望論文としては, 健康と豊かさの関係や健康が教

育成果に与える影響について Smith (1999) が,

成人の労働における幼少期の健康状態の重要性に

ついて Currie and Madrian (1999) がある｡ ま

た, Grossman (2006) は成人期の健康を作り出

す要因として, 幼少期の健康状態についての研究

成果を, Cutler and Lleras-Muney (2006) は教

育が健康に影響を与えるという逆の因果関係を紹

介している｡ 最新の研究成果については Royer

(2009) や Currie (2009) が参考になる｡

(1) 出生時や幼少期の健康状態がもたらす長期

的帰結

出生時や幼少期の健康状態は成人期の健康状態

と強く相関しているとされる｡ Barker (1998) は,

出生時点のみならず, 出生前すなわち胎児の頃の

健康状態が成人期の高血圧や心臓疾患などの代謝

機能に関わる健康状態と強い相関を持つことを示

した (Fetal Origins Hypothesis; Barker Effect)｡
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胎児期の栄養が悪く, 出生時の体重が軽いと, 成

人になって肥満や高血圧になりやすいように代謝

機能がプログラムされるというのである｡ この仮

説に関する研究は, 医学分野で急速に蓄積されて

いるが, 経済学者による研究も増えてきている｡

その場合も胎児の体重は母親の経済状態や喫煙と

いった子どものその後の健康と直接関係する環境

によっても影響を受けるため, 子どもの出生時体

重への外生的ショックを識別する必要がある｡

Almond and Mazumder (2005) は胎児期に母親

がインフルエンザに感染したことを胎児の栄養悪

化の外生的ショックとして用い, 成人期の健康状

態を悪化させることを示している｡

出生時あるいは胎児期の健康状態が影響するの

は成人期の健康状態だけでない｡ 様々な教育成果

に影響する可能性がある｡ 初期の実証分析として

Currie and Stabile (2002) は, 幼少期の健康状

態の悪さや疾患歴が, 就学期のテストスコアと負

の相関にあることを示している｡ その後, 多くの

国で幼少期の健康状態の悪さが教育成果に負の影

響を与えることが確認されている｡

Currie and Hyson (1999) は, イギリスにつ

いて, 2500g 以下で産まれた者は, 就学時の数学

のテストスコアが低く, 23 歳や 33 歳時点の賃金

率 (男性の場合) やフルタイム労働者としての雇

用率 (女性の場合) が低いことを示している｡

Case, Fertig and Paxson (2005) もイギリスの

データを用いて, 胎児期に親が喫煙していたこと

や出生時に低体重児として産まれてきたことが,

42 歳時点の健康状態を低下させ, その時の子ど

もの社会階層を低下させると指摘している｡

Black, Devereux and Salvanes (2007) は,

1960 年代後半から 1980 年代半ばにノルウェーで

生まれた者のデータを用いて, 出生時の体重が

18～20 歳時点の背の高さや, IQ の高さ, 高校卒

業資格, 賃金所得の高さに正の影響を与えること

を示している｡ 教育成果については業務データを

用いており, 双子データによる家族の固有効果も

取り除かれた興味深い結果である｡

Conley and Bennett (2000) はアメリカにお

いて, きょうだいの情報が分かるパネルデータに

より家族の固定効果を取り除いた分析を行い, 低

体重児で高校卒業確率が低いことを示している｡

Behrman and Rosenzweig (2004) は 1936～1955

年にアメリカで生まれた双子の調査サンプルを用

いて, 出生時の体重を妊娠期間で割り引いたもの

(Fetal Birth) が教育年数や賃金率と正の相関を

持つことを示している｡ Oreopoulos et al. (2008)

は, 別の双子サンプル (おもに 1970 年代後半から

80 年代半ばに生まれた者のサンプル) を用いて, 出

生時に健康な者ほど成人になるまでの死亡率が低

く, 高校卒業資格を持つ確率が高いこと, 学卒後

に所得補助をもらっていない確率が高いことを示

している｡ 出生時の健康として平均体重以外の健

康指標も用いられており, 出生時の健康状態が重

要な変数であるといえる｡

(2) 何が幼少期や出生時の健康状態に影響する

のか？

それでは, 幼少期や出生時, 胎児期の健康状態

には何が影響しているのだろうか｡ 個人の健康状

態は遺伝的な要素だけで決まっているのではない｡

Grossman (2000, 2006) が示すように, 所得状況

(予算制約) や, 健康を作り出す能力 (健康生産の

生産性の高さ), 健康によい行動を選択するといっ

た健康嗜好 (時間選好率など) が個人の健康を作

り出し蓄積されてゆく｡ 出生時もしくは幼少時の

子どもは自分で健康を蓄積することはできないか

ら, 親の家計状況や親の行動が子どもの健康を作

り出す｡

Ⅱ2 で述べたのと同様に, 健康についても所得

などで捉えられる豊かさが子どもの健康状態に影

響するという研究結果が数多く報告されている｡

Case, Lubotsky and Paxson (2002) は, 所得の

高さが子どもの健康状態を高めるとする｡ 1980

年代後半から 1990 年代半ばのアメリカのデータ

を用いて, 所得が低いことで子どもが慢性疾患を

持つ割合が高くなり, また患った時の回復が遅れ

ることが示されている｡ Currie and Lin (2007)

は, アメリカにおけるメンタルヘルスに関する健

康指標も取り入れた分析をし, 貧しい家計の子ど

もの健康状態が悪いことを示している｡ Almond,

Hoynes and Schanzenbach (2008) は, アメリ

カの低所得家計について胎児期に所得補助が行わ

れた場合, 出生時の体重が重くなることを示して
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いる｡ Currie and Moretti (2007) は, カリフォ

ルニアで行われた調査を用いて, 富裕層で低体重

児が少ないことに加え, 富裕層と貧困層での低体

重児割合の乖離は 1990 年代に大きくなっている

ことを示している｡

van den Berg, Lindeboom and Portrait

(2006) は, オランダのデータを用いて, 不況期

に幼少時代を過ごした子どもの寿命が短くなるこ

とを示す｡ 幼少期の経済的な貧しさが幼少期の健

康状態を悪化させることで, 長期的な健康状態も

悪化させると指摘する｡

このように, 多くの国で, 親の所得状況といっ

た遺伝以外の要素が出生時や幼少期の健康レベル

を変え, 健康レベルの低さがその後の教育成果を

低下させることが示されている｡ ただし, 双子や

きょうだいのデータを用いた Behrman and

Rosenzweig (2004) や Almond, Chay and Lee

(2005) は, 遺伝などの家族要素をコントロール

することで, 幼少期の健康が成長に与える負の影

響はかなり小さくなることを指摘している｡

Royer (2009) は, 比較的新しいアメリカの双子

サンプル (出生記録に基づいた大規模サンプル) を

用いて, 出生時の低体重は成人期の教育成果に負

の影響を与えるものの, その影響は小さいことを

強調している｡ 幼少期の健康状態を直接分析する

ものではないが, Kling, Liebman, and Katz

(2007) は, 政府の支援プログラムにより貧困地

域から非貧困地域に居住する機会を得た家計につ

いて, 子どものメンタルヘルスは向上するものの

賃金上昇は確認されないとしている7)｡ 国や時代

によっても結果が異なるかもしれない｡ サンプル

数は少ないが, Miller, Mulvey and Martin

(2005) はオーストラリアの双子データを用いて,

家族の固定効果を取り除けば出生時の体重は学歴

に影響せず, 年間所得にも影響しないことを示し

ている｡

因果関係を検証することは今後も必要だろう｡

そのうえで, もし出生時や幼少時の健康状態が長

期的な教育成果を促しているならば, これまで考

えられてきたよりも長期的な視点で教育成果を考

えることが必要となる｡ また, 因果関係ではなく

相関関係だとしても関係を明らかにすることは重

要である｡ 豊かさが子どもの健康と正の相関を持

ち, それが教育成果の高さと相関するならば, 豊

かであることが次の世代にも受け継がれる｡ 格差

拡大の背景に, 健康状態の良さや健康を生み出す

行動が関係している可能性がある｡

Ⅲ 幼少期の健康と教育成果

欧米諸国のように日本でも幼少期の健康状態が

学齢期の教育成果に正の影響を与えているだろう

か｡ ここでは, 県別データを用いて, 全国学力テ

ストの平均スコアと出生時の平均体重の関係を見

ることで, 出生時の健康と学力の関係について考

察する｡

学力テストのスコアには, 2007 年および 2008

年 4 月に小学 6 年生と中学 3 年生に対して実施さ

れた 『全国学力・学習状況調査』 (文部科学省) の

都道府県別調査結果を用いる8)｡ 小学 6 年生, 中

学 3 年生それぞれについて, 国語 A, 国語 B, 算

数 A, 算数 B の正答率の平均値 (平均正答率) を

求めた9)｡

出生時の平均体重には, 小学 6 年生と中学 3 年

生の多くが生まれたと考えられる 1995 年と 1996

年および 1992 年と 1993 年の新生児平均体重と,

新生児に占める 2500 グラム以下で産まれた割合

(ともに 『人口動態統計』 厚生労働省) を用いる｡

図 2 のパネル A は, 2007 年度および 2008 年

度の小学 6 年生の県別平均スコアと, 1995 年と

1996 年の県別平均体重をプロットしたものであ

る｡ 学力テストは算数 (A, B) と国語 (A, B)

について行われているが, ここではこれら 2 科目

4 テストの平均を使用している｡ 平均体重と学力

テストスコアは正の相関を持つようである｡ パネ

ル B は, 平均体重を低体重児の割合 (新生児のう

ち 2500g 以下で産まれた子どもの割合) に代えたも

のである｡ 低体重児の割合は学力テストスコアと

負の相関を持つ｡ 図 3 は, 2007 年度および 2008

年度の中学 3 年生について, 同様の図を描いたも

のである｡ 小学生の場合と同様に, 学力は平均体

重と正の相関を, 低体重児割合とは負の相関を持

つと予想される｡

より詳しく見るために, 表 1 に学力と出生時の
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図 2　学力と出生時の体重 （小学 6年生）
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図 3　学力と出生時の体重（中学 3年生）



体重の相関関係を科目ごとに示した｡ どの年のど

の科目においても, テストスコアと平均体重は正

の相関を, 低体重児割合は負の相関を持つ (1％

の有意水準で有意)｡ これは小学 6 年生においても

中学 3 年生においても同じである｡ 体重で測られ

る新生児の健康状態の良さは, 12 年後および 15

年後の学力と正の相関にあるといえる｡

小学生と中学生の間に統計的に有意な相関係数

の差はない｡ このことは 12 年後に観察される正

の相関が, その 3 年後にも小さくなっていないこ

とを示唆している｡ 加齢効果と世代効果の両方が

存在するため小学生と中学生の比較はできないが,

ここでの統計によれば, 少なくとも, 出生時の健

康状態は 12 年後や 15 年後の学力と相関し続ける

といえる｡

先行研究によれば, 幼少期の健康状態には出生

時の親の所得状況が影響している｡ ここでは, 親

世代の雇用状況とくに男性の失業に着目したい｡

失業は家計にふりかかる最も大きな負のショック

の一つであり, 所得とのかかわりも強いと考えら

れる｡ 家計を支えることの多い男性の失業と出生

時の健康状態の関係を見ることは重要だと考えら

れる｡

ここでは, 親の雇用状況を表す変数として, 小

学 6 年生や中学 3 年生が生まれたと考えられる年

の県別男性完全失業率および 25～39 歳の男性就

業率を用いる (『国勢調査』 総務省統計局)10)｡ 25～

39 歳に限定したのは親と考えられる年齢層の状

況を捉えるためである｡

表 2 のパネル A は, これら労働変数と出生時

の平均体重の相関係数を, パネル B は新生児の
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表 1 学力と出生時の体重の相関係数

小学 6 年生

(12 歳) 時点

中学 3 年生

(15 歳)時点

学
力
と
出
生
時
の
平
均
体
重

1 国語 A の点数と平均体重
2007 0.451 (3.394) 0.58 (4.779)

2008 0.445 (3.329) 0.382 (2.774)

2 国語 B の点数と平均体重
2007 0.313 (2.209) 0.377 (2.728)

2008 0.332 (2.365) 0.311 (2.197)

3 算数 A の点数と平均体重
2007 0.477 (3.640) 0.526 (4.145)

2008 0.466 (3.530) 0.384 (2.786)

4 算数 B の点数と平均体重
2007 0.413 (3.045) 0.446 (3.347)

2008 0.298 (2.094) 0.359 (2.581)

5 国語・算数平均と平均体重
2007 0.422 (3.122) 0.498 (3.849)

2008 0.402 (2.947) 0.376 (2.724)

学
力
と
出
生
時
の
低
体
重

1 国語 A の点数と低体重児率
2007 －0.438 (－3.272) －0.631 (－5.449)

2008 －0.512 (－3.995) －0.446 (－3.339)

2 国語 B の点数と低体重児率
2007 －0.418 (－3.083) －0.392 (－2.860)

2008 －0.42 (－3.104) －0.374 (－2.701)

3 算数 A の点数と低体重児率
2007 －0.452 (－3.400) －0.639 (－5.569)

2008 －0.482 (－3.695) －0.488 (－3.750)

4 算数 B の点数と低体重児率
2007 －0.498 (－3.853) －0.547 (－4.387)

2008 －0.451 (－3.388) －0.45 (－3.382)

5 国語・算数平均と低体重児率
2007 －0.473 (－3.598) －0.577 (－4.739)

2008 －0.487 (－3.735) －0.464 (－3.515)

注 : ( ) 内は t 値 (自由度 45 の t 分布に従う) である｡

表 2 雇用状況と新生児の体重
パネル A 新生児の平均体重との相関係数

1 男性完全失業率
2 25-39 歳男性

就業率

1990 －0.282 (－1.971) 0.26 (1.807)

1995 －0.341 (－2.432) 0.319 (2.254)

2000 －0.303 (－2.132) 0.346 (2.477)

パネル B 低体重新生児比率との相関係数

1990 0.626 (5.380) －0.59 (－4.900)

1995 0.464 (3.509) －0.423 (－3.130)

2000 0.448 (3.364) －0.369 (－2.663)

注 : ( ) 内は t 値 (自由度 45 の t 分布に従う) であ

る｡



うち低体重で産まれた子どもの割合との相関係数

を示している｡ 表 1 と同様に県別のデータを用い

ている｡ まず, 男性失業率と平均体重は負の相関

を, 男性失業率と低体重児割合は正の相関を持つ

ことがそれぞれ 5％, 1％の有意水準で支持され

る｡ アメリカではこの関係が 1990 年代にかけて

強まっているという先行研究があるが, 日本にお

いては 1990 年から 2000 年にかけて大きく変化し

ていない｡ 25～39 歳の男性就業率は平均体重と

正の相関を, 低体重児割合とは負の相関を持つ

(1％の有意水準で有意である)｡

このように, 失業と新生児の体重には負の相関

があるといえる｡ 1990 年代を通じてこの傾向が

弱まってきた様子はない｡ 出生時に親が負の労働

ショックに直面していたことが, 低体重の子ども

を産ませる可能性がある｡

この関係を 2007 年度および 2008 年度の小学 6

年生について見たのが図 4 である｡ 2007 (2008)

年度小学 6 年生の多くは 1995 年 (1996 年) に生

まれているので, 上段に 1995 年, 下段に 1996 年

における労働変数と新生児の体重の関係を示した｡

パネル A は体重の指標として平均体重を, パネ

ル B は低体重児割合を使用している｡ 各図にお

いて, 左側に男性の労働指標との関係を, 右側に

女性の労働指標との関係を示している｡

図 4 の左側で示した男性の労働市場変数と体重

の関係は, 表 2 で見たとおり, 失業率と負の相関,

就業率と正の相関を持つ｡ 図 4 のパネル A(1)の

右側に示されている女性の失業率と平均体重は負

の相関を, パネル B(1)の右側に示されている女

性の失業率と低体重児の割合は正の相関を示す｡

失業が新生児の体重を低下させている｡

パネル A(2)の右側で示されている就業率と平

均体重の関係は男性以上に散布している｡ パネル

B(2)の右側で示されている低体重児の割合との

関係を見ると, 就業率の低いところでは就業率が

上がるほど低体重児割合が上昇し, 就業率の高い

ところでは就業率が上がるほど低体重児割合が減

少する様子が見られる｡ 先行研究では, 女性が働

いていること自体は子どもの成長にとって良い影

響を持つが, 過度の労働は逆に負の影響をもたら

すことも示されている｡ ここで示した統計によれ

ば, 新生児の体重, すなわち産まれる前の子ども

の健康に対しても, 母親の労働がプラスとマイナ

スの両方の影響を持つ可能性があるかもしれない｡

同様の関係を 2007 年度および 2008 年度の中学

3 年生について考察する｡ 図 5 は, 彼らの多くが

生まれた 1992 年と 1993 年における労働変数と体

重の関係をそれぞれ上段と下段に示している｡ こ

こでも小学 6 年生の場合と同様のことが観察され

る｡ すなわち, 失業率と平均体重は負, 低体重新

生児の割合は正の関係にあること, 就業率と平均

体重は正, 低体重新生児の割合はおおむね負の関

係にあること, この傾向は男性だけでなく女性で

も見られること, 女性の就業率と低体重新生児の

割合を見ると就業率の低いところでは就業率が高

いほど低体重児割合が多く, 就業率の高いところ

では就業率が高いほど低体重児割合が少ないこと

が分かる｡

因果関係は分からないが, 出生時の体重と親の

失業は関係しているといえよう｡ 失業は家計に消

費を抑制させることで母親の栄養摂取を妨げてい

るのかもしれない｡ 失業中の親は, 彼ら自身が健

康を害する確率が高く, それが胎児の成長を阻害

する可能性もある｡ ここでの健康には精神的な健

康も含まれる｡ 失業により精神的なショックを受

けた親が, 喫煙や飲酒といった胎児の成長を阻害

すると考えられる行動を促進するのかもしれない｡

親による出生前の健康投資行動が, 出生時の体重

を低下させている可能性が指摘されよう｡ さらに,

表 1, 図 2, 3 で見たように, 出生時の体重が学

齢期の学力など教育成果と正の相関を持っている

ならば, 出生前に行われた親の健康投資が出生時

の健康状態だけでなく, 長期的な子どもの成長に

つながる｡ 学力向上のためには, 出生時の家計を

補助したり出生後の環境を良くするだけではなく,

胎児期の行動に対する政策が必要なのかもしれな

い｡

Ⅳ お わ り に

本論文では, 子どもの教育成果の決定要因につ

いて, 最近の経済学的研究を展望した｡ その際,

家庭環境が教育成果に与えるルートを分けて, 研
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図 4　雇用状況と新生児の体重
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中学 3年生の出生当時
各パネル上段：1992年（2007年度中学3年生の多くが生まれた年）
　　　　下段：1993年（2008年度中学3年生の多くが生まれた年）
パネルＡ. 平均体重

図 5　雇用状況と新生児の体重
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（2）就業率との関係

（1）失業率との関係

パネルB. 低体重児の割合

1

2
34
5

6
7

8

9

10

11
12

1314

15
16

1718

19

20
21

22

23
24

25

26 27
2829

30
31

32
3334
35

36

37 38

39
4041

4243

44

4546

47

6
7

8
9

01

.02 .04 .06 .08 .1

1

2
3 4

5
6

7
8

9

10

11
12

1314

15
16

1718

19

20
21

22

23
24

25

26 27
2829

30
31

32
3334

35

36

37 38

39
4041

4243

44

4546

47

6
7

8
9

01

.01 .02 .03 .04 .05 .06

1

2

3

4
5

6
7

8

9

101112
1314

15
16

17

18

19

20
21

22

2324

25
26

27

2829
3031

32
33

34

35

36

37 38

394041

42
4344

45

46

47

6
7

8
9

.02 .04 .06 .08 .1

1

2

3

4
5

6
7

8

9

10 1112
1314

15
16

17

18

19

20
21

22

2324

25
26

27

2829
3031

32
33

34

35

36

37 38

394041

42
4344

45

46

47

6
7

8
9

.01 .02 .03 .04 .05 .06

1

2
3 4

5
6

7
8

9

10

11
12

13 14

15
16

17 18

19

20
21

22

23
24

25

2627
28 29
30

31

32
33 34

35

36

3738

39
40 41

4243

44

4546

47

6
7

8
9

01

.9 .92 .94 .96 .98

1

2
34
5

6
7

8

9

10

11
12

1314

15
16

17 18

19

20
21

22

23
24

25

2627
2829

30
31

32
3334

35

36

3738

39
40 41

42 43

44

4546

47

6
7

8
9

01

.4 .5 .6 .7 .8

1

2

3

4
5

6
7
8

9

101112
13 14

15
16

17

18

19

20
21

22

2324

25
26

27

28 29
3031

32
33

34

35

36

3738

39 40 41

42
4344

45

46

47

6
7

8
9

.9 .92 .94 .96 .98

1

2

3

4
5

6
7

8

9

101112
1314

15
16

17

18

19

20
21

22

23 24

25
26

27

2829
30 31

32
33

34

35

36

3738

3940 41

42
4344
45

46

47

6
7

8
9

.4 .5 .6 .7 .8

9
2
年
低
体
重

9
3
年
低
体
重

9
2
年
低
体
重

9
3
年
低
体
重

9
2
年
低
体
重

9
3
年
低
体
重

9
2
年
低
体
重

9
3
年
低
体
重

90年男性失業率 90年女性失業率

90年男性失業率 90年女性失業率

90年25－39歳男性就業率 90年25－39歳女性就業率

90年25－39歳男性就業率 90年25－39歳女性就業率



究成果を整理した｡ 第一に, 親の所得や家庭環境

が子どもの出生後の財と時間の両面の教育投資に

与える影響を通じた影響である｡ 第二に, 子ども

の出生時における家庭環境や親の所得が子どもへ

の教育投資に与える影響である｡ 第三に, 親の家

庭環境や所得が子どもの健康に与える影響を通じ

た教育成果への影響である｡ この 3 つ目のルート

には, 子どもの出生前 (胎児期) および出生時,

出生後に関する健康投資の影響がある｡

本研究で紹介したように, 子どもに対する直接

的・間接的な教育投資が子どもの教育成果に与え

る影響については, 非常に多くの経済学的な研究

が行われてきた｡ 経済学的な実証分析の特徴は,

外生的なショックに着目して, 純粋な家庭環境の

変化が教育成果に与える効果を計測しようとする

点である｡ 教育成果と家庭環境の間に強い相関が

観察されたとしても, それらに同時に影響を与え

る変数が媒介していることが原因である可能性が

あるからだ｡ 経済学的な研究の結果, 母子家庭や

父子家庭と家族構成そのものが, 教育成果に与え

る影響は小さいことが明らかにされている｡ 同様

に, 親の所得と子どもの教育成果との間の関係に

ついても, 研究結果は確定的ではない｡ 伝統的な

経済学で解釈が難しい結果は, 所得が高い家庭の

親ほど子どもと過ごす時間が長いことである｡ 母

親の労働と子どもの教育成果の関係については,

確定的な研究成果はない｡

子どもの健康状態を通じた教育成果への影響に

ついては, 近年, 急速に経済学的な研究が蓄積さ

れている｡ 特に, 出生時の体重が重いほどその後

の教育成果にプラスの影響を与えるという研究結

果については, その影響の大きさについてはばら

つきはあるものの, 方向性についてはかなり一致

が見られている｡

しかしながら, 以上のいずれについても, 日本

における実証研究は非常に限られている｡ 本研究

では, 都道府県別のデータを用い, 労働市場の状

況, 子どもの教育成果と出生時の体重との関係を

調べてみた｡ データが限られているため, 試論の

域を出ないが, 失業率が高い時期に生まれた子ど

もの出生時体重が軽いこと, 出生時体重とその後

の学力の間に正の相関があることが示された｡ 地

域別の学力が注目されることが多いが, 出生前の

親の家庭環境や幼児期の家庭環境の影響をきちん

と分析することが必要かもしれない｡ 世代を超え

た教育格差の問題が重要な問題になっている｡ 教

育格差を縮小させるための政策的対応を考える上

でも, 日本の実証研究の蓄積が急務である｡

1) Manski et al. (1992) はノンパラメトリック推定を行う

ことで内生性を取り扱い, 片親家庭であることが高卒確率に

負の影響を与えることを示しているが, 推定にあたり必要と

なる外生の情報として何を用いるかは誰にも分からないこと

を問題として指摘している｡

2) パネル調査 (同一個人の長期追跡調査) を用いて家族の固

定効果を取り除く方法もある｡ Painter and Levine (2000)

は, 離婚が子どもの教育成果を低めるのではなく, 離婚する

前からそのような家計の子どもの教育成果は低かったことを

示している｡

3) 説明変数に家族属性を表す変数を追加するだけでも, 家族

環境が教育成果に与える影響は見えなくなるという研究成果

も多い (Boggess 1998, Ginther and Pollak 2004 など)｡

4) Tanaka (2006) は日本のきょうだい調査を用いて, 所得

の高い親ほど子どもの教育熱が高いことを示している｡

5) 展望論文としては, Heckman (2006) がある｡

6) ただし, Smith (2009) は幼少期に患った病気の種類を尋

ねる場合には, 回顧調査による回答も間違いが少ないとして

いる｡

7) 居住地域が教育成果に与える周辺効果 (Peer Effects) に

関する研究成果も蓄積がある (Case and Katz 1991, Evans,

Oates and Schwab 1992 などを参照)｡

8) 国立教育政策研究所のデータアーカイブ (http://www.nier.

go.jp/05_kenkyu_seika/seika_archive.html) より取得｡

9) 国語 A, 国語 B, 算数 A, 算数 B それぞれの正答率を使

用しても, 以下の結果は変わらない｡

10) 就業率は就業者数を 25～39 歳人口で割ったものとした｡

『国勢調査』 は 5 年おきの調査のため, 小学 6 年生が生まれ

たと考えられる 1995 年と 1996 年については 1995 年の値を,

中学 3 年生の多くが生まれたと考えられる 1992 年と 1993 年

については 1990 年の値を使用した｡
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